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顧客志向経営は、その重要性が認識されているにもかかわらず、その概念は曖昧で、実務家や研究者によって

も定義が多様である。一般に顧客志向経営は企業業績を高めるための経営手法と捉えられ、先行研究の中にも

そのように論ずるものが見られる。しかし、顧客尊重という概念は経営のひとつのあり方としての理念である

から、それは目的として措定されるべきであり、手段として措定されるべきではない。顧客志向経営が顧客尊

重の理念に立脚したものであるならば、顧客志向経営によって如何に利益を上げるか（how）ではなく、顧客

志向経営は経営のひとつの姿として如何にあるべきか（what）が肝要である。本論文では、顧客志向経営を実

用的な経営手法としてではなく、学問的な研究対象として企業の経営行動を定性・定量の両側面から科学的に

分析することにより顧客志向経営の本質とその構造を明らかにする。 

 

序章．本研究の背景と目的 

 1970 年代の終わりから 1980 年代初めにかけて市場が企業主導型から顧客主導型に転換し、顧客志向経営が

注目されるようになった。しかし、顧客志向経営の概念が曖昧なため、どのような経営が顧客志向経営なのか、

一義に把握されていない。顧客志向経営は様々な研究がなされ、優れた研究成果が現れているが、それらの先

行研究にも顧客志向経営を経営の単なるツールと見做すものが少なくない。以上の問題意識を背景とし、第 1

に顧客志向経営の本質、第 2 に顧客志向経営の要因とその構造、第 3 に顧客志向経営を実現する企業経営を明

らかにすることを研究目的とする。 

 

1 章.顧客志向経営研究の潮流と課題 

 顧客志向経営の先行研究レビューの結果、次の潮流を見出した。1980 年代、業績の優れた企業の特徴として

顧客を志向した経営を見いだし、好業績企業が重視している顧客を意識した経営が顧客志向経営であると捉え

られた。1990 年代に入ると、購買データから顧客の視点での製品やサービスへの評価・満足と企業業績との関

係を定量的に明らかにされた。1990 年代後半から 2000 年代にかけて、上記の手法は、次第に、ＩＴ戦略やワ

ン・トゥ・ワン・マーケティングのような戦略的色彩を帯びてきた。理念であるはずの顧客志向経営が多くの

先行研究で手法として論じられ、その概念が曖昧もしくは不明確であり、明確な定量的研究であってもその対

象が顧客の購買行動であって企業の経営そのものではない、定性的研究で見いだされた知見の定量的検証がな

されていない、等の問題点や課題を指摘した。 

 

2 章.顧客志向経営の実践事例からの仮説構築 

 優れた顧客志向経営を行っているとされる米国系ＩＴ企業のヒューレット・パッカード(HP)社の実践事例を

概観し、顧客志向経営の構造を見いだした。ＨＰは人間の尊重と信頼による顧客重視の経営理念（HP Way）を

基底にし、経営者がその理念をコミットし、その理念を様々な施策よって従業員や組織に浸透させる企業慣習

があり、それを「理念の共有化」と表現した。同様に、顧客尊重の経営理念を実現するための様々な仕組みに

ついて「理念の具現化」と表現した。顧客志向経営とは、顧客尊重の経営理念を基点とし、「理念の共有化」と

「理念の具現化」という 2つのベクトルの合成（和ベクトル）と考え、顧客志向経営を概念的に把握、分析す

る基本的な枠組み（フレームワーク）と捉え、本論文の基本仮説とした。 

 

3 章.ベストプラクティス企業における顧客志向経営の事例研究 

 顧客志向経営のベストプラクティス企業６社の経営実態の資料を分析し、具体的な経営行動から各社の経営

理念を抽出、顧客志向経営の実践であると判断される事実を抽出して整理・分類した結果、顧客志向経営のフ

レームワークにおける「理念の共有化」と「理念の具現化」の２つの面から実現していることが確認できた。

さらに、抽出した顧客志向経営の実践例を改めて分解し、それぞれを一文に表現し直し、得られた約 50 の表

現に対してＫＪ法を適用して整理・分類を試みた結果、「理念の共有化」と「理念の具現化」に相当する”島”

が表出した。以上によって、ベストプラクティス企業の顧客志向経営は顧客尊重の理念に基づき「理念の共有

化」と「理念の具現化」の概念によって捉えられることが確認でき、2章で仮説として提示したフレームワー

クの妥当性を、主観的かつ定性的であるが、肯定的に確認した。 



4 章.アーカイブ・データによる顧客志向経営の定量分析 

 日本能率協会経営革新研究所の 1991 年「第 13 回当面する企業経営課題に関する実態調査」のアンケート調

査のアーカイブ・データを用いて、多くの先行研究で論じられている顧客志向経営と企業業績の相関関係を求

め、その結果を検定した結果、各質問（企業行動）と業績の間には顕著な相関関係を認められなかった。業績

に影響する要因は多数・多様であり、仮に顧客志向経営が企業業績の要因であるとしても、それは数ある要因

のうちの一つにすぎないこと、また、一連の要因の連鎖の最先端において向上を生起させること等の背景を考

察した。さらに、このデータに対して 2通りの因子分析を試みた結果、フレームワークの「理念の共有化」と

「理念の具現化」に相当する因子構造が見出せ、その妥当性を定量的にも確認した。 

 

5 章.アンケート調査による顧客志向経営の構造分析と診断チェック・リストの開発 

 顧客志向経営に特化した 40 質問のアンケート票を開発し、全上場企業からランダム・サンプリングした 940

社にビジネス誌の「顧客満足度総合ランキング企業」を加えた 1049 社へ 2007 年７月に郵送した結果、191 社

（有効回収率 18.1％）から回答が得られ、そのデータ分析を SPSS で行った。各質問項目と業績との相関分析

から、いくつか有意な相関が見られるものの、その係数は総じて小さく、特に顕著な関係は認められなかった。

次に、データに厳密な因子分析を適用し、顧客志向経営を定量的に表現・測定する尺度を構成した。この尺度

の妥当性を検討するため「顧客志向経営実戦企業」もしくは「顧客満足ランキング企業」と「その他の企業」

の尺度得点の平均の差について t検定を行ったところ１％水準で有意となり、顧客志向経営を切り分ける指標

となることを確認した。また、2章のフレームワークと 5章の尺度とを比較した結果、一対一に対応し、その

妥当性は肯定的に確認された。さらに、より実用的な尺度得点の単純和とする簡易尺度を構成し、これを某企

業の社長に自社の自己評価を実施してもらい、その実用性を確認した。 

 

6 章.結論と今後の研究課題 

 本研究の結論として、顧客志向経営の本質は、顧客尊重の経営理念を組織や従業員に浸透させる「理念の共

有化」、および、製品・サービスという価値を顧客に提供する仕組みを機能させる「理念の具現化」の 2 つの

アプローチを着実に実践することによって顧客に評価される経営である、と言える。今後の課題として、理論

面では、さらなるアンケート調査を実施し因子分析を繰り返すことによって仮説の検証を確実なものにして行

くこと、実用面では、診断チェック・リストの試用・改良を重ね実用性を高めること、の 2点を挙げた。 

 

以上 


